
区は「地域保健医療福祉総合計画」において、地域包括ケアシステムの対象者を高齢者に限らず、
障害者、子育て世代、困窮者など、対象を限らず誰もが住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、
「医療」、「福祉サービス」、「住まい」、「予防・健康づくり」、「生活支援」が地域において
一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を目指し、総合計画にて位置づけ、個別計画にお
いて各要素の施策を充実させてきた。

対象を限らない地域包括ケアシステムは地
域共生社会の考え方を先取りしており、福祉
の相談窓口も先進的なものだった。
一方で、地域住民の抱える福祉ニーズは多

様化し、課題が複雑化・複合化しているケー
スや、各分野で対応ができない、いわゆる
「狭間のニーズ」を抱えたケースへの対応に
苦慮している。

これまでの取組み（区の地域包括ケアシステム）

【区の地域包括ケアシステム】
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区では目指す地域包括ケアシス
テム構築のため、各地区に「福祉の
相談窓口」を設け、福祉に関する
あらゆる相談を受ける体制を構築
してきた。
また、「参加と協働による地域づく
り」では、「福祉の相談窓口」に寄
せられた区民の困りごとなどを「四
者連携会議」にて共有し、四者連
携会議の結果を踏まえて社会資
源の開発や総合支所と解決に向
けた調整をしている。

これまでの取組み（地域包括ケアの地区展開）

【地域包括ケアの地区展開】
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相談先 平成28年度
(9ヶ月分)

令和3年度

まちづくりセンター 福祉の相談件数 2,152 23,564

地域包括支援センター 相談件数 111,313 222,549

内、相談拡充（障害者、子育て家庭等の相談） 998 3,382

社会福祉協議会 相談件数 3,169 3,576

情報提供・サービス案内

12.0%

生活困窮・就労相談

16.1%

療育・介護・治療・医療

21.7%
妊娠届・育児

0.6%

メンタルヘルス

28.4%

不登校・ひきこもり

4.5%

DV・虐待

2.6% その他

14.1%

相談拡充内訳（3,382件）

福祉の相談窓口の相談件数
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訪問調査件数 資源把握件数 活用できる場
の件数

場の活用
実績件数

サロン、ミニデイ等 学校・施設、保育園等 事業者、NPO等 調査総数

2,409（2,482） 1,283（992） 1,172（909） 4,864（4,383） 4,006（3,780） 412（378） 252（230）

地区内地域資源への訪問調査と把握件数

広報・啓発の取組み

地域の活動団体が抱える活動人材の不足等といった課題の把握に努めるとともに、地域活動の拡充に向けて、機関や団体等とのネットワークづく
りに取り組んでいる。また、法人や団体等が保有する建物等の資源を地域福祉活動の新たな「場」として活用すべく協力要請を行っている。

地域の活動団体の紹介や行事・イベント等について、メールでの配信やHPの記載をとおして情報提供を行っている。あわせて団体からの募集の情
報を掲載し、地域活動への参加を促進している。また、地区の福祉活動やイベント、社協の取組み等を盛り込んだ地区事務局ニュース等を作成・
配布し、情報の提供とともに、取組みの「見える化」を進めている。

地区メールマガジン 地区ホームページ

配信件数 登録者数 団体紹介

1,623件 5,762人 1,114団体

地域福祉コーディネート推進事業のスキルアップ

コミュニティソーシャルワークの専門性を高めるための専門研修を実施するとともに、都・区等が開講する研修に積極的に参加している。
また、本部職員が地域事務所を訪問し、個別支援や地域づくりの取組み、協議体の運営に関する進捗確認や助言指導等を適宜実施してい
る。

地域資源開発事業（社会福祉協議会）実績（令和３年度）

（ ）内は令和２年度実績
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地区の課題解決に向けたネットワークの取組み（第２層協議体）

住民や地域の活動団体等の参画を得て、地区アセスメントやアウトリーチにより把握した地区の課題を中心にテーマを設定し、その解決に向けた
検討を行うとともに、必要とされる生活支援サービス等の創出に取り組んでいる。

⑤東玉川町会会館で開催している認知症カフェ（ひがたまカフェ）において、出
張販売による買物支援「ひがたまカフェDEお買い物」を実施した。また、本事業
を契機に地区内で展開開始された他の移動販売情報をマップとして配布する準備
に入っている。（奥沢地区）

⑥子どもが安心して過ごせる場所が少ないという地区課題の解決に向けて、子育
て関係団体ネットワークの立ち上げに取り組んだ。ネットワーク会議の開催によ
り、等々力児童館と連携して、子どもの居場所提供の取組みを開始するに至った。
（九品仏地区）

⑦生きづらさを抱えた方への居場所支援として、地区内の農園を活用した「さわ
やか農園」プロジェクトを開始している。地域住民と協働で季節の農作物の栽培
や収穫をとおして土に触れることにより継続的な参加者もいる等居場所としての
機能を果たしている。（上野毛地区）

⑧成城北部の高齢者・障害者・子育て世代への生活支援として近隣施設とともに
出張型の福祉の相談窓口「お気軽に相談会」を実施し、松沢病院とオンラインで
の相談会に取り組んだ。孤立しがちな退職後男性のひきこもり防止に向け、部会
活動を行う「成城男ディ倶楽部」と地区課題の検討を行う「成城セカンドコミュ
ニティ会議を実施した。（成城地区）

⑨買物困難者に対し、宅配店舗や公衆電話の位置等を紹介した「買物支援マッ
プ」の活用や地区内の移動販売、買物代行サービス等ニーズに合わせた支援がで
きるよう連携を強化した。（烏山地区）

取組み事例（抜粋）

①地区社協事業である音楽交流会のお手伝いメンバーを中心に
過去の参加者向けにお便りを発行。見守りを兼ね、今後このメ
ンバーとともに、対面で会えない方や気になる方のアウトリー
チをどのように行っていくか協議していく。（池尻地区）

②「ICTの活用を通じた孤立のない地域づくり」を目指して、
スマホやオンラインの活用に関する困りごと・知りたいこと・
高齢者を取り巻く課題について、地域住民と意見交換やニーズ
把握を行い、連続講座の開催につなげた。また、デジタル端末
の活用をサポートできる地域人材（デジタルボランティア）の
発掘と育成を行い、ICTを通じたつながりづくり・居場所づく
りに向けて話し合いを重ねた。（太子堂地区）

③地域課題の把握から男性高齢者の家事デビューを応援する
「男の家事入門講座」に取り組んだ。活動に取り組むなかで、
福祉人材の育成として地区サポーターを中心とした「なんじゃ
もんじゃの会」の組織化を支援した。（上馬地区）

④年齢・性別・障害を問わず、誰もが気軽に立ち寄れる居場所
である「茶話やか松原」は、感染拡大防止のため実施できな
かったが、コロナ終息後の事業展開の準備期間として捉え、積
極的に地域のNPO団体等へ働きかけ、連携強化を図った。（松
原地区）

地域資源開発事業（社会福祉協議会）実績（令和３年度）
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参加と協働の地域づくり
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国の動向（地域共生社会）

7



国の動向（地域共生社会）
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国の動向（地域共生社会）
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国の動向（地域共生社会）
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国の動向（包括的な支援体制の整備）

● 市町村は、下記の施策の積極的な実施等を通じ、

・地域住民等と支援関係機関による地域福祉の推進のため相互の協力が円滑に行われ、

・様々な地域生活課題に向けた支援が包括的に提供される体制を整備する

よう努めるものとする。

・ 地域住民の地域福祉活動への参加を促す環境整備

・ 住民の身近な圏域で、様々な地域生活課題への相談に応じる体制づくり

・ 支援関係機関が連携して地域生活課題の解決に向けた支援を行う体制づくり

例：住民の参加を促す人への支援、住民の交流拠点や交流の機会づくり

例：地区社協、地域包括支援センター等での総合的な相談、住民どうしの見守り

例：各種相談支援機関等が連携の下で、様々な地域生活課題の解決に向けた支援を一体的に行う体制づくり
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• 市町村が、地域住民の複合・複雑化した支援にニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、
• ①相談支援（市町村による断らない相談支援体制）、②参加支援（社会とのつながりや参加の支援）、
③地域づくりに向けた支援を一体的に実施する事業により、市町村の取組を支援。

関係機関が協働して、チーム
として課題に対応するための
体制づくり

①相談支援

属性にかかわらず、包括的に
相談を受けとめる機能

多機関協働の中核の機能

②参加支援

社会とのつながりや
参加を支援する機能

場の機能緩やかな見守り

③地域づくりに向けた支援

住民に身近な圏域で、様々
な地域生活課題の相談など
に応じる体制づくり

早期の支援

本人中心、本人の力
を引き出す支援

地域とのつながり
や関係性づくりを
行う支援

地域住民同士の交流や、
社会参加の場等の促進

本人・世帯を包括的に
受け止め支える支援

これら支援を一体的に行うことで
「包括的な支援体制」を構築する

国の動向（包括的な支援体制の整備）
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